
 

新基本構想に係る検討の方向性等について（案） 

 

 

１ 新基本構想策定の趣旨 

  現基本構想が策定されてから約 30 年が経過した。策定当時約 42 万人であ

った区の人口は 46 万人を超え現在も増加傾向にあるものの、長期的には人口

減少局面を迎え高齢化がさらに進行していくことが予想されている。グロー

バル化の進展等に伴い、外国人住民も引き続き増加していくことが見込まれ

ており、こうした人口動態の変化が、個人の生活や企業・地域のあり方、雇

用・労働環境など様々な影響を及ぼす可能性がある。 

  今後、一層進展する超高齢社会に向け、交通網の整備をはじめとする街の

利便性の向上を図りながら、住み慣れた地域で暮らし続けられる地域共生社

会を実現するとともに、充実した子育て・教育環境の構築を進めてファミリー

層や若者の定住化にも取り組んで行く必要がある。 

  また、大規模災害への対策、循環型社会の構築、公共施設の更新といった

本区を取り巻く課題の解決に向けた取組も一層の充実を求められている。 

  一方、現基本構想の策定後、ＩＣＴ技術が飛躍的に発展し、区民のライフ

スタイルも大きく変化してきた。加速度的に進化する科学技術によって、区

民生活のさらなる進化、向上が期待されている。 

  今後、 飾区が将来にわたって持続的に発展していくためには、こうした社会

状況の変化や今後予想される様々な区政を取り巻く環境の変化を踏まえ、区政の

長期的な方向性を見直していく必要がある。多くの観光資源や下町人情といった

 飾の魅力を活かしながら、あらゆる世代が住んでみたい・住み続けたいと思え

る明日の 飾の創造に向け、区民との協働により、新基本構想を策定する。 
 

２ 新基本構想の役割 

  新基本構想は、本区の置かれている自然的、歴史的、社会的な諸条件を考慮

し、長期にわたり区が目指すべき「将来像」、区政運営の根本を貫く「理念」を

掲げるとともに、将来像の実現に向けた「基本的な方向性」を示すものとする。 

  なお、基本構想・基本計画・実施計画の体系は、別紙１のとおり。 
 

３ 新基本構想の策定の背景 

  別紙２のとおり 
 

４ 新基本構想に係る検討の方向性 

  別紙３のとおり 
 

５ 新基本構想の今後の検討について 

  別紙４のとおり 

資料２



基本構想・基本計画・実施計画の体系

基

本

構

想

実

施

計

画

基

本

計

画

計画事業の詳細

（活動量等）

事務事業
の体系

施策 施策 施策

計画事業
の概要

事務事業
の体系

施策

計画事業
の概要

事務事業
の体系

施策

政策 政策

計画事業
の概要

施策

基本構想に示された区の将来像を実現するための

基礎となる総合計画 (10か年計画)であって、各施

策を体系的に示し、区全体の目標や方向を具体化

したもの

・実施計画や分野別の個別事業計画の指針とする。

・施策の下に位置付けられる計画事業の概要や事務
事業の体系を示す。

本区の置かれている自然的、歴史的、社会的な諸

条件を考慮し、将来像や理念、基本的な方向性を

示すもの

・将来像

長期にわたり区が目指すべき将来像

・理念

区政運営の根本を貫く理念

・基本的な方向性
将来像の実現に向けた基本的な方向性

基本計画に基づく具体的な事業計画 (４か年計画)

・基本計画を踏まえ、計画事業の活動量や財政計画

を示し、計画事業の実現性の見通しを示す。

・各年度の重点事業や予算編成等の指針とする。

理念

基本的な方向性

基本構想

基本計画

実施計画

将来像

計画事業の詳細

（活動量等）

事務事業
の体系

計画事業の詳細

（活動量等）

別紙１



 

新基本構想の策定の背景 
 
 

１ 葛飾区の人口 
   葛飾区の人口の推移 
   住⺠基本台帳によると、葛飾区総⼈⼝は年々増加しており、平成 31

（2019）年４⽉１⽇現在、463,099 ⼈となっている（図１）。 

（図１） 飾区総人口の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：住民基本台帳（各年４月 1 日） 

   年齢３区分人口の推移 
  ア 年齢３区分別⼈⼝推移 
    年齢３区分別⼈⼝の推移をみると、⽣産年齢⼈⼝（15 64 歳）は平

成２ (1990) 年に約 31.6 万⼈とピークを迎え、以降は減少傾向で推移
している（図２）。 

    ⼀⽅、年少⼈⼝（15 歳未満）は⼀貫して減少しており、⽼年⼈⼝（65
歳以上）は⼀貫して増加している。平成 27（2015）年時点で⽼年⼈⼝
（65 歳以上）は 24.6％となっており、高齢化が進んでいる状況にある
（図３）。 

（図２） 飾区の年齢３区分別人口推移 
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（図３） 飾区の年齢３区分別人口構成比の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

資料：国勢調査 

 
 
 イ 年齢３区分別⼈⼝構成⽐の⽐較 
   年齢３区分別⼈⼝構成⽐を、東京都全体や特別区部と⽐較すると⽼年⼈

⼝（65 歳以上）と年少⼈⼝（15 歳未満）⽐率はやや高く、⽣産年齢⼈⼝
（15 64 歳）⽐率はやや低くなっている。⼀⽅、全国値との⽐較では⽣
産年齢⼈⼝（15 64 歳）⽐率はやや高く、⽼年⼈⼝（65 歳以上）と年少
⼈⼝（15 歳未満）⽐率はやや低くなっている（図４）。 

 

（図４）平成 27(2015)年年齢３区分別人口構成比の比較 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

資料：国勢調査 
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   人口動態 
  ア ⼈⼝動態の状況 
    近年の葛飾区は、平成 25（2013）年以降、転⼊超過により⼈⼝増加

を続けている（図５）。⼀⽅、⾃然動態については、近年は⼀貫して死亡
者数が出⽣者数を上回る、⾃然減の状況が続いている（図６）。 

 
（図５） 飾区の社会動態・自然動態の推移① 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：住民基本台帳 

（図６） 飾区の社会動態・自然動態の推移② 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：住民基本台帳 
 

  イ ⾃然動態の状況 
    出⽣者数はほぼ横ばい傾向で、おおむね年間 3,600 ⼈ 3,800 ⼈ほど

で推移しているものの、死亡者数は増加傾向にあり、⾃然動態の減少幅
は拡大傾向で推移している（図７）。 

    合計特殊出⽣率は、東京都及び特別区部よりは高い⽔準にあるが、全国の
⽔準を下回る。また、平成 27（2015）年以降は減少に転じている（図８）。 
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（図７） 飾区の出生者数と死亡者数、自然動態の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

資料：住民基本台帳 

（図８）合計特殊出生率の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：人口動態統計 

  ウ 社会動態の状況 
    葛飾区の社会動態は、平成 25（2013）年以降は転⼊者が増加し、転

⼊超過で推移している（図９）。 

（図９） 飾区の転入者数と転出者数、社会動態の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

▲ 1,000

▲ 800

▲ 600

▲ 400

▲ 200

0

200

400

600

800

1,000

▲ 5,000

▲ 4,000

▲ 3,000

▲ 2,000

▲ 1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

（人）(人)

出生者数 死亡者数 自然動態（出生数-死亡数）

【
出
生
・
死
亡
者
数
】 

【
自
然
動
態
】 

1.19 1.17 1.17

1.31
1.28

1.30 1.28 1.31
1.34 1.36 1.37

1.38 1.36 1.34

0.96 0.95 0.98 1.01
1.04 1.06 1.08

1.08
1.12

1.16
1.19

1.22 1.22
1.20

1.01 1.00 1.02
1.05

1.09
1.12 1.12

1.06
1.09

1.13 1.15

1.24 1.24
1.21

1.29
1.26

1.32
1.34

1.37 1.37 1.39 1.39 1.41 1.43 1.42
1.45 1.44 1.43

0.90

1.00

1.10

1.20

1.30

1.40

1.50

2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

全 国 葛飾区 特別区部 東京都

▲ 4,000

▲ 3,000

▲ 2,000

▲ 1,000

0

1,000

2,000

3,000

4,000

▲ 25,000

▲ 20,000

▲ 15,000

▲ 10,000

▲ 5,000

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

（人）(人)

転入者数 転出者数 社会動態（転入数-転出数）

【
転
入
・
転
出
者
数
】 

【
社
会
動
態
】 

資料：住民基本台帳 

4



   流動人口からみる葛飾区の位置付け 
   国勢調査によると、葛飾区の昼間⼈⼝は、夜間⼈⼝（常住⼈⼝）から 7

万⼈の流出超過となっており、昼夜間⼈⼝⽐率は 84.1％と、23 区中 21
番目となっている（図 10）。 

 

（図 10）特別区部の昼夜間人口比率（2015 年） 
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資料：国勢調査 
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   産業と雇用 
  ア 産業と雇用の状況 
    産業大分類別⼈⼝では、「卸売業、⼩売業」「製造業」「分類不能の産業」

「医療、福祉」などの就業者が多くなっている。 
    また、産業大分類別就業者年齢割合を⾒ると、「情報通信業」で 40 歳

未満の若年層の割合が５割以上と高く、「サービス業（他に分類されない
もの）」で 60 歳以上の高齢層の割合が 3 割以上と高くなっている（図
11）。 

（図 11）産業大分類別就業者年齢割合（就業者数上位 10 位） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：国勢調査（2015 年） 

 
  イ 正規社員率 
    正規社員率は、男性が 79.6％、⼥性が 46.1％となっており、⼥性の

正規社員率は男性の約６割となっている（図 12）。 
 

（図 12）正規社員率 
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  ウ 完全失業率 
    葛飾区全体の完全失業率は、4.2％となっている。また、20 29 歳の

若年層の男⼥と 60 69 歳の男性の完全失業率が高くなっている（図
13）。 

（図 13）年代別男女別完全失業率 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：国勢調査 
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境の充実によるファミリー層の定住促進と出⽣者数の増加等、⼈⼝減少に
係る課題の解決に向けた取組を進めてきたところであり、近年は転⼊超過
による⼈⼝増加が続いている状況にある。 
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めていくことが不可⽋であり、区⺠等との協働をより⼀層進めていく必要
がある。また、今後、本区が持続的に発展していくためには、⼈⼝総数の
増加・維持に加えバランスのとれた年齢構成となるよう、⼈⼝減少につな
がる課題を解決しつつ、⽣産年齢⼈⼝や年少⼈⼝の増加に向けた施策を展
開していくとともに、全ての区⺠が⽣涯を通じて、住み慣れた地域で幸せ
に暮らし続けられ、様々な場面でいきいきと活躍できる環境づくりを進め
ることで、地域社会の⼀層の活性化を図っていく必要がある。 

 
 
２ 区⺠等の声 
  世論調査（平成 30 年度実施）によると、葛飾区に「住み続けるつもり

(57.3%)」、「当分の間は住むつもり(27.2%)」と 84.5%が定住意向を示し
ている。また、葛飾区に住み続けたい者の主な理由としては、持ち家がある
との理由のほか、買い物や交通の便が良いとの理由が多く挙げられている⼀
⽅、区外へ移りたい主な理由としては、災害時の不安や通勤・交通の便の悪
さといった項目が挙げられている。 

  また、区に⼒をいれてほしい事項として、安全・安⼼に関連する事項（防
災・交通安全・健康・高齢者⽀援）、利便性・快適性に関連する事項（交通・
道路の整備、⽣活環境）、⼦育て⽀援や教育環境の充実といった事項について
区⺠要望が高く、中でも「防災対策」については 48.1％の区⺠が関⼼を寄せ
ている。 

  さらに、⺠間調査機関等が実施したまちの住みよさ等に関する調査による
と、世論調査の区⺠要望として寄せられていた要素に加え、まちのにぎわい
や美しさに関する要素についても重要視されている。 

  今後も、区⺠にとって「住み続けたい」と思えるまちとして、また、区外
の⼈にも「住んでみたい」と思われるまちとして発展していくため、区⺠等
の声を踏まえて施策を展開していく必要がある。 

 
 
３ 区政を取り巻く環境の変化 
   激甚化する災害への対応 
   近年、大地震をはじめとする⾃然災害による被害が全国各地で頻発して

いる。今後マグニチュード７程度の地震が発⽣する可能性が高まる中、都
市型⽔害等の危険性も増しており、多様化する災害への対策の強化が求め
られている。また、高齢者、障害者等の要配慮者や⼥性の視点を踏まえた
きめ細かな防災対策や災害時の医療体制整備を推進するほか、帰宅困難者
への対策についても強化が求められている。 
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   今後、「⾃助」「共助」「公助」の取組を効果的に進めながら防災⼒を強化し、
「減災」という考え⽅に基づく地域防災のしくみを構築していく必要がある。 

 
   地域共生社会への対応 
   核家族化や共働き世帯の増加などの社会の変化の中で、地域や家族が果

たしてきた役割の⼀部を代替する必要性が高まり、高齢者、障害者、⼦ど
も、低所得者など対象者ごとに、公的な⽀援制度が整備され、質量ともに
公的⽀援の充実が図られてきた。 

   しかし、現在では、中高年の「ひきこもり」や⽣活困窮、「社会的孤⽴」
や「ごみ屋敷」など、複合的な問題を抱える個⼈や世帯が増えてきている。
また、認知症や精神障害が疑われるが公的な⽀援制度の狭間にある⽅への
対応や、ごみ出しや、買い物、通院の介助など、これまでの公的な⽀援の
対象とはならない身近な⽣活課題への対応も求められてきている。 

   さらに、障害者差別解消法などの法整備が進んでおり、誰もが個⼈とし
て等しく尊重され、共⽣できる差別のない社会の実現に向けたさらなる取
組も求められている。 

   今後、地域の助け合いのより⼀層の推進をはじめ、地域課題を地域が主
体的に解決していく体制づくりや複合化・複雑化した課題を抱える世帯を
受け⽌める包括的な相談体制づくり等、全ての区⺠が住み慣れた地域で相
互に尊重し合いながら幸せに暮らし続けられる「地域共⽣社会の実現」に
向けた取組を進めていく必要がある。 

 
   脱炭素社会や循環型社会への対応 
   現在、温暖化など地球規模の環境問題が顕在化するとともに、これらに

起因する⾃然災害や事件も多発しており、持続可能な社会の実現に向け、
気候変動対策や資源の循環、⾃然環境の保全への対応が求められている。
平成 28 年から電⼒の⼩売りの全面⾃由化がなされ、平成 29 年からは都市
ガスの⼩売りの全面⾃由化が⾏われるなど、エネルギー供給に関する環境
も変化した。また、⽔素エネルギーや再⽣可能エネルギーなどの普及に向
けた新たな技術の開発が進んでいる。さらに、令和元年６⽉に大阪で開催
されたＧ２０サミットでは、プラスチックによる海洋汚染問題への対策が
協議されるなど、ごみの発⽣抑制や適正処理の推進が社会全体の課題とさ
れている。 

   今後、区⺠等に対して、地球環境保全への意識を⼀層高めるとともに、
脱炭素社会の構築を目指して区内のエネルギー利用の効率化を徹底して推
し進める必要がある。また、資源循環型地域社会の構築を目指し、さらな
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るごみの減量及び資源化を図る必要がある。 
 
   外国人区⺠の増加 
   近年のグローバル化の進展の中、本区の外国⼈区⺠は令和元年７⽉１⽇

現在 22,000 ⼈を超え、現在も増加傾向にある。同年４⽉１⽇から施⾏さ
れた出⼊国管理及び難⺠認定法の改正により、今後も外国⼈区⺠の増加が
予測されている。 

   外国⼈区⺠の急速な増加は、地域社会や⽇常⽣活の中に新たな変化をも
たらし、⼀部では、⽣活習慣等の相違による⽇常⽣活でのトラブル等が発
⽣しており、地域住⺠とのコミュニケーションが、課題となっている。 

   今後、⽇本⼈、外国⼈という視点にとらわれず、同じ地域に暮らす⼀員
として、それぞれの⽂化の違いを共に理解し合い、互いに⼼を通わせなが
ら暮らせるまちづくりを進める必要がある。 

 
   産業構造の変化と働きやすい環境整備 
   葛飾区の産業は全体として縮⼩傾向にあり、平成 27 年度における昼夜

間⼈⼝⽐率は 84.1%と、区外へ働きに出る区⺠が多くなっている。区内の
事業者の高齢化も進んでおり、後継者の確保や事業承継などの課題が⽣じ
ている。 

   また、「第４次産業革命」と称される技術革新が従来にないスピードとイ
ンパクトで進⾏しており、都⼼部を中⼼としてベンチャー企業等が増加し
ている。⼀⽅、従来の技術を用いた製造業等の優位性が低下しつつあり、
GAFA に代表されるような膨大な顧客データを活用する巨大ＩＴ企業が事
業を拡大し、既存の産業構造に大きな影響を与えている。 

   さらに、全国的な少⼦高齢化の進展に伴う⽣産年齢⼈⼝の減少により、
⼈⼿不⾜感が広がっており、就業を希望する⼥性や高齢者などの潜在的な
労働意向を持つ⽅の労働参加を促すなど、多様な働き⽅を認める「働き⽅
改革」の重要性が高まっている。 

   今後、産業構造の変化を捉えつつ、事業の拡大・発展を目指す葛飾区内
の事業者に対して販路拡大や事業承継⽀援など、ニーズに応じた取組を実
施していく必要がある。加えて、区内の交通網の整備による勤務地へのア
クセス性の向上や、区内における起業促進等による働く場所の確保、⼥性
や高齢者をはじめとする多様な⼈々の就労促進等に取り組み、働きやすい
環境整備を進めていく必要がある。 

   ※ GAFA … Google、Amazon.com、Facebook、Apple といった
巨大 IT 企業の頭⽂字をとって総称する呼称 
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   観光への期待の高まり 
   訪⽇外国⼈旅⾏者数は年々増えており、平成 30 年には、史上初の 3,000

万⼈を超え、平成 25 年に初めて 1,000 万⼈を突破してから５年で３倍に
増加したところである。国では、「観光⽴国推進基本計画」に基づき、国内
旅⾏消費額、訪⽇外国⼈旅⾏者数等の目標を掲げ、取組を進めている。ま
た、住宅宿泊事業法が平成 30 年から施⾏され、観光⽴国推進と地域活性
化の観点からいわゆる「⺠泊」の制度化も実施されたところである。各⾃
治体においても地域経済の繁栄等を目的として、観光客の獲得に向けた積
極的な取組が進んでいる。 

   本区においても、平成 30 年に「葛飾柴⼜」が都内初となる国の重要⽂
化的景観に選定され、⽇本を代表する景観地として、その歴史的・⽂化的
価値を評価された。そして、本区を舞台とする映画「男はつらいよ」や漫
画「こちら葛飾区⻲有公園前派出所」などによって描き出された東京の下
町ならではの情緒や風情は、国内外から訪れる観光客にも⼈気を集めてい
る。 

   東京 2020 オリンピック・パラリンピック大会後も訪⽇外国⼈観光客の
増加が⾒込まれている中、本区においても、地域経済の活性化に向け、地
域の観光資源を磨き上げつつ受⼊環境の整備やシティプロモーションの強
化等の取組を進めていく必要がある。 

 
   ⼦育て・教育環境に対する意識やニーズの変化 
   近年、「イクメン」という⾔葉が定着し、かつては主に⺟親が担うことが

多かった⼦育てについて「⽗⺟ともに⾏っていくもの」とする考え⽅が主
流になりつつあるなど、⼦育てをめぐる区⺠の意識が大きく変化してきて
いる。 

   また、児童虐待件数が年々増え続け、⼦どもの命に係わる深刻な問題も
発⽣する中、本区においても児童福祉法改正により設置可能となった児童
相談所・⼀時保護所の設置に向けた取組をはじめ、住み慣れた身近な地域
で切れ目なく対応できる環境整備が求められている。加えて、近年、⼦ど
もや若者に関する課題は深刻化し、いじめ、不登校、貧困、発達・適応な
どの課題への対応や、若者においては若年無業者（ニート）やひきこもり
などの社会的な⾃⽴を巡る課題が指摘されており、従来の個別分野を越え
た取組が求められている。 

   さらに、⼈⽣ 100 年時代を迎えようとする中、国においてＡＩ（⼈⼯知
能）等の技術革新が急速に進むことを念頭に置いた第３期教育振興基本計
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画が策定されるとともに、平成 30 年度からは段階的に新学習指導要領が
実施され、主体的・対話的で深い学びへの対応、⼩学校におけるプログラ
ミング教育、外国語活動・外国語授業など新たな学習活動の充実が求めら
れている。 

   今後、変化する⼦育て世代の意識、ニーズ、需要の変化を把握しつつ、
切れ目のない⽀援体制を強化し、誰もが安⼼して⼦育てできる良質な⼦育
て環境や教育環境を充実させていく必要がある。 

 
   情報通信技術をはじめとする技術革新の進展 
   スマートフォン等の普及によってＩＣＴ（情報通信技術）の利活用に係

る態様が急速に変化しており、⽇常の情報収集はもとより、ＳＮＳなどを
活用したコミュニケーション活動が急速に拡大している。また、ネットシ
ョッピングやキャッシュレス決済の普及により購買活動も変化しつつある。 

   最近では特に、ＡＩ（⼈⼯知能）やＲＰＡ（ソフトウェアロボットによ
る業務⾃動化）などの区⺠⽣活の向上や業務の効率化に資するツール・技
術にも注目が集まっており、今後、社会環境、労働環境を激変させていく
ことが予想されている。国においても society5.0 の実現を掲げており、技
術革新がもたらす新たな価値により、経済発展と社会的課題の解決、企業
活動や区⺠⽣活の⼀層の向上などが期待されている。 

   本区においても、経済発展と社会的課題の解決をしながら、洗練された
質の高い⽣活を享受できるよう、技術革新をあらゆる産業や社会⽣活に取
り⼊れていく必要がある。 

 
 
４ 本区の⾏財政環境 
  近年、国は「地⽅創⽣の推進」と「都市と地⽅の税源の偏り」を理由に、

地⽅⾃治体の財源である企業等の住⺠税（法⼈住⺠税）の⼀部国税化、地⽅
消費税の清算基準の⾒直しや、ふるさと納税等、都市部から税源を吸い上げ、
これを地⽅の⾃治体間で分配する動きを進めている。加えて、消費税増税を
経て、東京 2020 オリンピック・パラリンピック大会が終了後には景気が悪
化するとの懸念もあり、税収が減少する可能性がある。 

  また、本区の公共施設は昭和40年代から50年代に建設されたものが多く、
⽼朽化に伴い、今後、順次、更新時期を迎えていく状況にある。 

  今後、多様化・高度化する⾏政課題について、限られた経営資源で対応し
ていくためには、経営改革の取組を進めつつ、財政基盤の強化を図り、簡素
で効率的な⾏財政運営を⾏っていく必要がある。 
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新基本構想に係る検討の方向性 
 
 
１ 将来像 
  区の⻑期的なビジョンとなる将来像については、次のとおりとする。 
 

 
 
２ 理念 
  区政運営の根本を貫く理念として、次の３点を掲げる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

区⺠とつくる、⽔と緑ゆたかな⼼ふれあう住みよいまち 

  人権・平和・多様性の尊重  
  全ての⼈々は、平和な社会の中で、安全で健康な⽣活を営み、個性を尊

重され、誰もが持てる能⼒を⼗分に発揮し、その⼈らしい⼈⽣を全うする
⾃由と平等を保障されなければならない。 

  そのために、全ての⼈々が、平和を尊び、多様性の尊重が個⼈にとって
も組織や社会にとっても能⼒の発揮や価値の創造において重要であること
を認識し、互いの⼈権と個性を尊重し、協⼒し合い、⽀え合う、多様な可
能性が開花する豊かな地域社会を構築していく。 

  区⺠との協働 
  豊かな地域社会の構築には、多様な主体が互いの相互理解と⽅向性の共

有を図り、共に取り組んで⾏かなければならない。 
  区⺠や事業者、団体など地域の様々な主体が、それぞれの特性を活かし

ながら協働してまちづくりを進めることで、地域の⼈々の発意や活⼒に満
ちた地域社会を構築していく。 

  持続的な発展 
  本区が将来にわたって繁栄していくためには、成⻑と成熟とを調和させ

ながら、真に豊かな地域社会を構築していかなければならない。 
  ⽣涯を通じて住み慣れた地域で安全・安⼼に幸せに暮らし続けられ、あ

らゆる世代が様々な場面でいきいきと活躍できる魅⼒的なまちづくりや、
⼈と⾃然が共⽣できる環境にやさしいまちづくりを進めることで、⼈⼝総
数や年齢構成のバランスを維持しつつ、社会、経済及び環境の側面から持
続的に発展できる地域社会を構築していく。 
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３ 基本的な方向性 
  将来像の実現に向けた基本的な⽅向性として、次の５点を掲げる。 
 
 
 
  
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    
 
    
 
 
 
 
 
 
 
 

  安全・安⼼ 
  いつまでもいきいきと幸せに暮らせる、安全・安⼼なまち 
 

区⺠の防災意識の高まり、高齢者施策・健康施策の充実といった視点から、⽣涯
にわたり、安全・安⼼に、かつ幸せに暮らせるまちを目指す。 

  やすらぎ・快適 
  人や自然にやさしく、誰もが快適に暮らせる美しいまち 
 
   葛飾の魅⼒である、⽔と緑を活かしつつ、ユニバーサルデザインや環境といった

視点からも⼈や⾃然にやさしく、いつまでも快適に暮らせるまちを目指す。 
   また、街の利便性や住環境を向上させつつ、景観等の視点からも美しいまちを目指す。 

  笑顔・にぎわい 
  下町人情と多彩な文化が織りなす、笑顔とにぎわいあふれるまち 
 
   下町⼈情をはじめとする既存の葛飾の魅⼒と、新たな区⺠がもたらす多彩な⽂化

や魅⼒との交流を深めながら、さらに葛飾区を発展させ、楽しく笑顔あふれるにぎ
わいのあるまちを目指す。 

  成⻑・活躍 
  ⼦どもが元気に育ち、誰もが生涯にわたって成⻑し活躍できるまち 
 
   ⼦どもが元気に育つ良好な⼦育て環境と充実した教育環境を構築するとともに、

⽣涯にわたって誰もが⾃身を成⻑させ、活躍できるまちを目指す。 

  先進技術の活用 
  先進技術を最大限に活用し、洗練された質の高い生活を送れるまち 
 
   ⽇進⽉歩で進化する ICT 技術や医療技術等を最大限に活用することで、地域課題

を解決しつつ、洗練された質の高い⽣活（スマートライフ）を送れるまちを目指す。 
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新基本構想の今後の検討について 
 
 
第１ 「新基本構想に係る検討の方向性」に対する区議会からの主な意⾒について 
 
１ 将来像 
 ・ 将来像に掲げる「⽔と緑」について、今後の河川や緑を活用したまちづく

りの具体的な⽅向性を基本構想・基本計画に記述するべきである。 
 
２ 理念 
   人権・平和・多様性の尊重 
  ・ 憲法の前⽂を引用するなど、区⺠⼀⼈ひとりの権利や責任を明示するべ

きである。 
  ・ ハラスメントや意識しない差別など⼈権課題の意識の変化を踏まえて記

述するべきである。 
 
   区⺠との協働 
  ・ 協働は理念というよりも⼿段であるから、基本構想では包括的に捉え、

基本計画で具体的に記述するべきである。 
  ・ 協働の主体、⽅法、区の⽀援のあり⽅などを基本構想上で明確にするべ

きである。 
  ・ 現基本構想を活かし、協働の主役は区⺠であることを明確にするべきである。 
 
   持続的な発展 
  ・ SDGs の考え⽅をまちづくりの基本とするなど、持続可能な葛飾を実現

するための⽅向性を基本構想に記載するべきである。 
 
３ 基本的な方向性 
   安全・安⼼ 
  ・ 「安全・安⼼」という１つの⽅向性で防災施策と高齢者施策を示すべき

ではない。 
  ・ 「住⺠の福祉」を⼀番に位置づけるとともに、低所得者の課題などは、

地域共助ではなく⾏政が⾏うべきと位置づけるべきである。 
  ・ 激甚化する災害への対応が不可⽋であり、大きな災害の際に、企業や区

⺠をいかに守っていくかについて基本構想に記述するべきである。 
 
   やすらぎ・快適 
  ・ ファミリー層の転⼊を増やすため、区⺠ニーズの高い交通利便性の改善

について基本構想に記述し、真摯に取り組むべきである。 

別紙４



  ・ 若者が環境の問題に関⼼を持ち、⾏動するよう取り組むべきである。 
  ・ すべての⼈が不⾃由なく暮らせる視点をもってユニバーサルデザインに

ついて基本構想に記述し、真摯に取り組むべきである。 
 
   笑顔・にぎわい 
  ・ 産業や雇用について、現在の案に明確な記述がない。優れた技術を持つ

事業所をはじめ、区内事業所がこれからも活動していくために必要な内容
について基本構想に記述するべきである。 

  ・ 観光については、調査を実施して現状を把握した上で、今後目指す⽅向
性を掲げるべきである。また、地域特有の魅⼒や区の資源を活かした観光
施策を⻑期的な視点で考えていくべきである。 

 
   成⻑・活躍 
  ・ ⽣涯学習や豊かな区⺠⽂化の創造に関する現基本構想の記述については、

新基本構想にも活かしてほしい。 
  ・ ⺟親の活躍について、働き⽅改革と位置付け、取組を進めるべきである。 
  ・ ⼦どもの権利条約の考え⽅なども踏まえて、⼦どもの貧困問題の解決に

ついて基本構想に記述するべきである。 
  ・ 未来を担っている若い⼈が希望を持てるよう、若者がいつでも気軽に交

流できる環境づくりに取り組むべきである。 
 
   先進技術の活用 
  ・ 先進技術を活用していく上で発⽣するリスクについても、基本構想に記

述するべきである。 
 
４ 検討の進め方に対する意⾒ 
 ・ 新基本構想をつくるに当たっては、区として今後の⼈⼝予測を⾏った上で、

検討を進めていくべきである。 
 ・ ⻑期的な視点で課題を捉えつつ、葛飾の良いところを区⺠にしっかり認識

してもらえるよう検討を進めていくべきである。 
 ・ アンケート調査のみではなく、区⺠等の声を聴いた上で、基本構想を策定

すべきである。 
 ・ この度提案のあったスケジュールに沿って検討を進めていくべきである。 
 
第２ 今後の新基本構想の検討について 
  今後、現在の政策・施策に係る現状と課題の分析を進めるとともに、各政策

における⻑期的・中期的に目指すべき⽅向性について、区議会からの意⾒及び
策定委員会からの意⾒を踏まえて検討を進め、新基本構想（中間のまとめ案）
として取りまとめる。 


